





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（9）業務牌価情報の提供　　　　　　8＜平均値3．07＞ 19 41 22　　　　10
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図5－4　外的要因群の特性
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図5－5　内的要因群の特性
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図5－6　女性特有要因群の特性
6．今後の課題
　本研究の目的は、女性従業員のコミュニケーション・ネットワーク構造の実態調査を通
して、女性従業員の“戦力化”問題への考察を試みることにある。3．3で述べたように、
本稿では、分析フレームワークの前半に関して、アンケート・インタビューの調査結果を
報告した。
　今後の課題は、分析フレームワークの後半を検討することにある。つまり、今回の調査
結果をベースに、
　①ネットワーク構造6軸内部の相互関係を調べる。
　　②環境要因と意識要因が持っている基底構造を探る。
　　③ネットワーク特性とその規定因子との構造的関係を解明する。
　　④それらの結果を踏まえて、女性従業員の“戦力化”へのいみあいを考察する。
ことであると考えている。
　最後に、インタビューとアンケート調査にご協力をいただいた関係者各位に深く感謝の
意を表わす。
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女性従業員の組織におけるコミュニケーション・ネットワーク構造の実証的研究（1｝（海老根）
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